
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、24年4月1日現在の人数である。

(3) 特記事項
（給与減額の状況）
国の要請等を踏まえ
た減額措置の取組
全職員を対象とした
給料減額措置 平成25年11月1日～平成26年4月30日

（給料） 管理職を対象とした給料減額措置が平成25年3月31日に終了したことに伴い、Ｈ25．4．1ラスパイレス指数は109.5と
（手当） なったが、全職員を対象とした給料減額措置を平成25年11月1日から実施したことにより、減額時点のラスパイレス

指数は100．9となっている。

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

 　　　

（注）１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を用いて、

　　　　 学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数。

　　　２　「参考値」は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置が無いとした場合の値である。

（参考）類似団体平均

一人当たり給与費

千円

5,935

（参考）一人当たり

給与費 B/A

千円

5,976

　　　　　千円　　　　　　　千円 　　　　　千円

職員手当 期末・勤勉手当

　　　　　　　　　　　％

18.0

減額実施期間又は減額を実施していない場合はその理由

抑制済又は減額措置の内容

24年度

558,232

　　　　　　％

259,396 3,985,023

人 千円

　　計　　Ｂ

24年度

区　　分

千円 　　　　　千円

336,356

　　　　　　Ａ 給　 料

区　　分

柏原市の給与・定員管理等について

住民基本台帳人口 実 質 収 支歳 出 額

　　　　　　Ａ

人 件 費 （参考）人 件 費 率

職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

23年度の人件費率Ｂ／Ａ
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（25年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

②技能労務職

　　　　

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 円

歳 円

歳 円

円 円

円 円

円 円

円 円

　　　※　民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。(平成22～24年の3ヶ年平均です）
　　　※　技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点で完全に一致しているものではありません。

　　　※　年収ベースの「公務員（C）」と「民間（D）」とのデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員には前年度に

　　      支給された期末・勤勉手当、民間には前年に支給された年間賞与額を加えた試算値です。

　　　　③教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、２５年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間　　　　　 
　　　　外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお
　　　　いて明らかにされているものである。　
　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務　　　

　　　　手当等を除いたもの）で算出している。
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43.1
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国
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―

類似団体

332,000

6,409,468

（国比較ベース）

361,072

405,463

424,003
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Ｃ/Ｄ

359,832

400,810

41.0

区　　分

49.3

―

383,204

柏原市 46.6
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類似団体
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418,874
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―
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―
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年収ベース（試算値）の比較
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技能労務職員等の給与について

（2) 職員の初任給の状況（２５年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２５年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

375,550

343,700

中　学　卒 142,300

149,000

137,400

284,400

244,900高　校　卒 365,900

国大阪府

389,433

149,800

区　　　　分

一般行政職 178,800

高　校　卒

高　校　卒

技能労務職

技能労務職員の給与については、平成18年4月に給与構造改革により平均約4.8％の給与引き下げを行い、技能労務職員の昇給及び昇任
についても、一般行政職と同様に人事考課制度の導入及び昇任試験の実施を行っています。また、特殊勤務手当てについては、現行の
６種に見直しをいたしました。

技能労務職

一般行政職

経験年数３０年

423,210

332,500

336,500

―

144,500 140,100

高　校　卒

経験年数１０年

中　学　卒

363,414

172,200

以上のことを踏まえながら、今後も技能労務職員の一般事務職員への任用替えなどを検討しながら、事業の民間委託の推進、事業の見
直し等行い、今後とも適正な職員配置に努めて参ります。

大　学　卒

柏原市

―147,200

178,800

区　　　　分

大　学　卒

経験年数２０年 経験年数２５年
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３　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（２５年４月１日現在）

（注）１　柏原市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

　（注） 平成○年に８級制から６級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ　（注）平成１８年に６級制から８級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ　
 　　統合）　　　　　

（2) 昇給への勤務成績の反映状況

16.6

地方公務員法第40条に基づき、毎年1月1日を評定日として全職員に対して勤務
成績の評定を実施

　　　　　　　　人

特 1 等級

　　　　　　　　　円

456,200

185,800

222,900

　　　　　　　　　円

422,600

　　　　　　　　　円

400,600

　　　　　　　　　円

135,600

最高号給

　　　　　　　　　円

　　　　　　　　　円

478,200

　　　　　　　　　円

261,900

　　　　　　　　　円

366,200

　　　　　　　　　円

320,600

　　　　　　　　　円

289,200

　　　　　　　　％

4　等　級

特 2 等級

課長補佐

次長

課長

部長

職員数

18

係長

1　等　級

2　等　級

区　　分 構成比

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

14.6

49

　　　　　　　　％

9.1
主事6　等　級

27

33

　　　　　　　　％

6.1

11.2

　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

　　　　　　　　％

79
3　等　級

4.4

　　　　　　　　人

26.8

1号給

　　　　　　　　人

　　　　　　　　　円

33 11.2

　　　　　　　　　円

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

主務

5　等　級

　　　　　　　　　円

413,000

　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

主事

　　　　　　　　人

標準的な職務内容

13

43

388,300

　　　　　　　　　円

354,700

　　　　　　　　　円

307,800

　　　　　　　　　円

243,700

6等級, 9.1% 6等級, 11.7% 6等級, 8.3% 

5等級, 16.6% 5等級, 14.4% 

5等級, 5.4% 

4等級, 11.2% 4等級, 9.7% 

4等級, 20.7% 

3等級, 26.8% 3等級, 27.9% 3等級, 30.3% 
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1等級, 11.2% 1等級, 13.1% 1等級, 12.4% 
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特1等級, 4.4% 特1等級, 4.4% 特1等級, 3.8% 
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４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（24年度支給割合） （24年度支給割合） （24年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算5～20％ ・役職加算5～20％ ・役職加算5～20％

・管理職加算10～25％ ・管理職加算10～25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

　　　　勤勉手当については一律支給を行っている。

（2) 退職手当（２５年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

１人当たり平均支給額　　　　 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、24年度に退職した全職員に支給された平均額である。

 (3) 地域手当

（２５年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

129,791

大阪府

3

支給実績（24年度決算） 50,878

1.35

1.45

38.96

28.79

0.65

国の制度（支給率）

3

―
1,592

0.65

2.6

23.03

32.83

28.79

支給対象職員数

1.35

国

１人当たり平均支給額（24年度）

国柏原市

1.35 2.6

1,363

柏原市

55.86

55.86

定年前早期退職特例措置(2～20％加算)

10,863

支給率

690市全域

支給対象地域

23.03

32.83

46.55

55.86

支給職員１人当たり平均支給年額（24年度決算）

38.96

55.86

55.86

1.45

2.6

1.450.65

１人当たり平均支給額（24年度）

定年前早期退職特例措置(2～20％加算)

46.55

55.86
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 (4) 特殊勤務手当（２５年４月１日現在）

11

円

％

1,064

22,166

12

清掃主管課に所属する職員で、死獣の
処理作業に従事した職員

０千円

０千円

０千円

１９５千円

千円

運転手　日額　100円

感染症消毒等作業手当

清掃主管課に所属する職員で、ねずみ
族昆虫等駆除の作業に従事した職員

１３３千円

１１７千円

行旅病人及び行旅死亡
人の収容作業手当

大型免許の資格を要するバス、自動車
文庫用バスを運転する職員

結核患者接触手当

運転業務手当

非常災害現場作業手当 ０千円

行旅病人及び行旅死亡人の収容作業に
従事した職員

手当の種類（手当数）

清掃作業手当

非常災害が発生し、又は発生するおそ
れがある場合に災害の発生を防御し、
又は応急的救助若しくは作業等危険を
伴う緊急な現場作業に従事した職員

市税事務手当

０千円

死獣処理作業手当

国民健康保険料主管課に所属する職員
で、国民健康保険料の事務を主たる職
務とするもの

０千円

２３千円

１６７千円

清掃作業手当は、職員がごみその他の
汚物の清掃作業に従事したとき

感染症予防に従事する職員が感染症の
予防及び感染症の消毒作業又は質問若
しくは調査に従事したとき

結核患者の家庭を訪問し、結核の療養
指導に従事したとき

支給実績（24年度決算）

火葬場に勤務する職員が、死体火葬作
業に従事したとき

火葬場勤務手当

ねずみ族昆虫等駆除手当

支給職員１人当たり平均支給年額（24年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（24年度）

国民健康保険料事務手当

主な支給対象業務及び職員手当の名称

市税事務手当は、市税主管課に所属する
職員で、市税の賦課、徴収又は調査に関
する事務を主たる職務とするもの

左記職員に対する支給単価

現年度分については徴収金額の1,000分の
2、滞納繰越分については徴収金額の1,000
分の5、差押調書1件につき60円、物件の引
上げ1件について、100円、市税の賦課、犯
則取締り又は固定資産評価のための調査1
日60円

現年度分については徴収金額の1,000分の
2、滞納繰越分については徴収金額の1,000
分の5

1件につき200円、1件を増すごとに100円を
加算。勤務時間外に従事したときは、1件に
つき400円とし、1件を増すごとに200円を加
算

労務員　日額　160円　

支給実績（24年度決算）

５５９千円

０千円

労務員　日額　160円
その他の職員　日額  100円

1件 160円

日額 60円

日額 100円　1か月に20日を超える職員につ
いては、その超える1日につき50円を加算

行旅病人 1件 500円

行旅死亡人 1件 1,000円

火葬死体1件について 1,500円

1日につき1,000円（深夜業務は1,200円）
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 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（6) その他の手当（２５年４月１日現在）

円

円

円

円

円
管理職員特別

勤務手当

週休日又は休日等若し
くは年末年始の休日等
に勤務した管理職又は
監督の地位の職員に対
し、4,000円～15,000円
を支給

同じ 78 千円 13,000

132,682 709,529管理職手当

管理又は監督の地位の
職員に対し、職責に応
じて45,000円～93,000
円を支給

千円

22,655

通勤距離が片道２km以
上である職員に支給、
交通機関等利用職員で
6ヶ月定期の運賃、交通
用具使用者で通勤距離
に応じた月額

47,666

19,449

同じ

借家27,000円/上限

内容及び支給単価
（24年度決算）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 24 年 度 決 算 ）

53,386

配偶者　13,000円、子
6,500円※配偶者のない
職員の場合の扶養親族
の内　 1人11,000円(満
16歳の年度初めから満
22歳の年度末までの子
については、1人につき
5,000円を加算)

支 給 実 績 （ ２ ３ 年 度 決 算 ） 48,121

管理又は
監督の地
位の職員
に対し、
職務の等
級に応じ
た区分に
より定額
を支給

国の制度と

417,078

平均支給年額

扶養手当

千円

国の制度 支給職員１人当たり
手　当　名 （24年度決算）

83,290

支 給 実 績 （ ２ ４ 年 度 決 算 ）

支給実績

375,945

異なる内容

同じ

との異同

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 23 年 度 決 算 ）

住居手当 同じ

通勤手当

273,943

308,714千円

千円
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５　特別職の報酬等の状況（２５年４月１日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

840,000×30/100×48月＝12,096,000円

745,000×27/100×48月＝　9,655,200円

減額改定：市長50％（H25.8～）、副市長8%（H26.5～）

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         
     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     
           勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口1万人当たり職員数） 人

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口1万人当たり職員数） 人

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

785,000

890,000

27
9

98 98 0

94 △ 1
33 0

440,000

（参考）類似団体における最高／最低額

対前年
増減数

欠員不補充

主 な 増 減 理 由

△ 1

620,000

退職日から１か月以内、任期ごとに支給

　　（24年度支給割合）

議 員

698,000

375,000

245,000

議 長

804,000

222,000

310,000

区 分

840,000
給

料 745,000副 市 長

市 長

△ 5

△ 224
30 0

平成２５年

220

5

2
0

△ 5392

3.95

560,000

　　（24年度支給割合）

520,000

500,000

550,000

3.95

53.82

＜参考＞

53.87

72.62
△ 2 欠員不補充

46 欠員不補充△ 1

78 △ 1

△ 4314

欠員不補充

43.15

△ 1

0

＜参考＞

＜参考＞
[     833        ］

欠員不補充

欠員不補充

欠員不補充
△ 1

298

94.82[      0   ］

△ 10合　　計 700 690

[     833        ］

24

-

議 員

副 議 長

議 長

副 市 長

1,000,000

報

酬

副 議 長

33

平成２４年

610,000

欠員不補充

計

総務企画

普
通
会
計
部
門

市 長

期
末
手
当

水道

30

303

560,000

6

教育部門

農林水産
商工
土木

小　計
消防部門 -

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

その他

病院

下水道

退
職
手
当

税務
一
般
行
政
部
門

備　　　　考

議会

市 長

衛生
民生

25
26

職 員 数

222

副 市 長

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

小　計

給 料 月 額 等

397

318

95

2

28

47

79

9

570,000

退職日から１か月以内、任期ごとに支給
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（2)年齢別職員構成の状況（２５年４月１日現在）

　

(3)職員数の推移

     （  単位 ：  人 ・ ％  ）

（注）   各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

人

▲ 2.4%

690

697

418 389

708 700 687

▲ 3

過去５年間
の増減数（率）

▲ 6.5%
310

298

79
▲ 3.7%

▲ 22

79

総合計

                      年  度
部 門 別

一般行政

教育

公営企業等会計計

321

290

―

81

２０年 ２３年

消防

296

―

82

336

普通会計計

313

78

402 391

２１年 ２２年

計

～

人

43歳

人

59歳55歳

人

47歳 以上51歳

0

▲ 6.0%

0

▲ 17

8

▲ 25

（      ％）
― ―

393

-

区　分

32歳

未満

～～

31歳23歳

24歳 52歳 60歳36歳 56歳48歳

人

～
35歳

～ ～ ～

39歳

人

77 90

人 人

44歳

～

76

20歳 20歳
～

職員数
680

人 人

38

27歳

40歳

52 59

28歳

80

―

691

―

303 298308

318

人

２４年 ２５年

7260

701

398

人 人

～

314

98

0

2

4

6

8

10

12

14

16

構成比 

５年前の構成

比 

% 
（例） 
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７　公営企業職員の状況
　(1)　水道事業
  　① 職員給与費の状況

ア　決算

職員給与費 　（参考）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
      ２　職員数は、２５年３月３１日現在の人数である。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（２５年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）基本給は、給料、扶養手当及び地域手当の合計額である。  

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（22年度支給割合） （22年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（２５年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

１人当たり平均支給額　　　　 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、24年度に退職した職員に支給された平均額である。

0 21,849

定年前早期退職特例措置(2～20％加算)

23.03

32.83

2３年度の総費用に占

1.35

柏   原   市   （  一  般  行  政  職  ） 

Ａ  

　質収支

Ｂ　

0.65

定年前早期退職特例措置(2～20％加算)

55.86

46.55

　　　　　　区　　分

柏 原 市

団 体 平 均

1.35

1.45

区　　分

488,029

520,694353,532

総費用に占める

平均月収額

柏　　　　　　　　　　　原　　　　　　　　　　　市

総費用 純損益又は実

45.2

千円　年度 　　　　千円

96,562 24,764

55.86

38.96 38.96

１人当たり平均支給額（24年度）

46.55

28.79

0.65

23.03 28.79

柏　　　　　　　　　　　原　　　　　　　　　　　市

1,3631,330

32.83

55.86

2.60

1.45

2.60

55.86

職員給与費比率

24 1,411,647 71,871 204,669

柏   原   市   （  一  般  行  政  職  ） 

１人当たり平均支給額（24年度）

55.86

55.86

・役職加算5～20％

める職員給与費比率　　　　　　Ｂ／Ａ

千円　 ％

職員手当 　　　　給与費 　　B/A

一人当たり

期末・勤勉手当

16.914.5

人 千円 千円 　　　　　千円 千円

区　　分 職員数

　　　　　　Ａ 給　 料

24 26 6,070

千円年度

157,843

千円

36,517

39.4 317,201

平　均　年　齢 基本給

・役職加算5～20％

　　計　　Ｂ

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

6,258

（参考）市町村平均

一人当たり給与費

％
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ウ　地域手当

（２５年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（２５年４月１日現在）

91

5633

61.5

3

千円

千円

千円

オ　時間外勤務手当

千円

円

千円

円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ　その他の手当（２５年４月１日現在）

円

円

円

円

円

１回　２００円

千円

円

％

左記職員に対する支給単価

現年度分納入通知書１件につき５円、滞納
繰越分納入通知書１件につき１０円

１日　１００円

管理職員特別勤務手当 ― 千円 ―

４（６）の柏原市の内容と同じ

0

8

84

手当の種類（手当数）

職員全体に占める手当支給職員の割合（24年度）

支給職員１人当たり平均支給年額（24年度決算）

支給実績（24年度決算）

3

支給率 支給対象職員数

全地域 3 26

支給対象地域

支給実績（24年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（24年度決算）

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務

一般行政職の制度（支給率）

徴収手当
水道料金の徴収事務に従事した
職員

水道料金の徴収事務に従
事したとき

緊急呼出作業手当
正規の勤務時間外に緊急作業に
従事するため呼び出された職員

正規の勤務時間外の
緊急作業

3,292

126,624

支給実績（平成24年度決算）

支 給 実 績 （ ２ ４ 年 度 決 算 ） 5,127

薬剤等取扱作業手当
浄水場において消毒滅菌薬剤又
は通電設備の取扱作業に従事し
た職員

浄水場において消毒滅
菌薬剤又は通電設備
の取扱作業

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 2 ４ 年 度 決 算 ） 394,371

支給実績

支 給 実 績 （ ２ ３ 年 度 決 算 ） 5,224

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 23 年 度 決 算 ） 401,828

1,447 241,083

千円

千円

平均支給年額
一般行政
職の制度と
の異同

一般行政
職の制度と
異なる内容 （24年度決算）

支給職員１人当たり

256,214

659,715

住居手当

千円 87,785

扶養手当

1,931通勤手当

7,917

3,587

管理職手当

手　当　名 内容及び支給単価 （24年度決算）

千円
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　(２)　病院事業
  　① 職員給与費の状況

ア　決算
職員給与費 　（参考）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
      ２　職員数は、２５年３月３１日現在の人数である。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（２５年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円
（注）基本給は、給料、扶養手当及び地域手当の合計額である。  
（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ 職員の手当の状況
ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（22年度支給割合） （22年度支給割合）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（２５年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分
勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分
勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分
最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分
その他の加算措置 その他の加算措置
１人当たり平均支給額　　　　 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、24年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当
（２５年４月１日現在）

千円
医師    円

   円

％ 人 ％

支給対象地域 支給率 一般行政職の制度（支給率）

柏　　　　　　　　　　　原　　　　　　　　　　　市 柏   原   市   （  一  般  行  政  職  ） 

23.03

55.86 55.86 55.86

全地域 3　　　　　　　　190（医師35） 　　　　　　　　　3（医師10）

3,070 21,849

支給実績（24年度病院事業会計決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（24年度決算）

支給対象職員数

55.86
定年前早期退職特例措置(2～20％加算) 定年前早期退職特例措置(2～20％加算)

32.83 38.96 32.83 38.96
46.55 55.86 46.55 55.86

28.79 23.03 28.79

1.45 0.65 1.45 0.65

・役職加算5～20％ ・役職加算5～20％

１人当たり平均支給額（24年度） １人当たり平均支給額（24年度）
1,235 1,363

2.60 1.35 2.60 1.35

事 務 40.9 312,063 466,670

柏　　　　　　　　　　　原　　　　　　　　　　　市 柏   原   市   （  一  般  行  政  職  ） 

看 護 師 37.6 260,158 398,953

医 療 技 術 40.4 317,363 477,008

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

医 師 42.2 503,622 1,211,652

千円 千円

24 220 732,159 367,286 261,972 1,361,417 6,188 6,747

年度 人 千円 千円 　　　　　千円 千円

（参考）市町村平均

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ 　　　　給与費 　　B/A 一人当たり給与費

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり

％ ％

45.1 46.6

年度 　　　　千円 千円　 千円　

24 4,014,462 173,935 1,809,434

2１年度の総費用に占

Ａ  Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ める職員給与費比率

　質収支

純損益又は実 総費用に占める

職員給与費比率

区　　分 総費用

37,832

503,440
103,042
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エ　特殊勤務手当（２５年４月１日現在）
千円

　円

　％

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

オ　時間外勤務手当
千円

円

千円

円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ　その他の手当（２５年４月１日現在）

円

円

円

円

385

238

1,989

日額150円

１回　2,200円　１分娩
1,000円又は500円

医師１件2,000円、看護
師又は准看護師１件400
円

日額150円

日額100円

１分娩につき、医師
7,000円、　助産師3,000
円、看護師又は准看護

529

22,749

527

左記に対する支給単価

管理又は監督の地位の職員
に対し、職責に応じて45,000
円～93,000円を支給

千円

内容及び支給単価

配偶者　13,000円　　子6,500
円※配偶者のいない職員の
場合の扶養親族の内　  一人
11,000円（満16歳の年度初め
から満22歳の年度末までの
子については、１人につき
5,000円を加算）

借家　　27,000円／上限

12,263 千円

652,011管理職手当 同　　じ 56,073

通勤距離が片道２㎞以上で
ある職員に支給、交通機関等
利用職員で6ヶ月定期の運
賃、交通用具使用者で通勤
距離に応じた月額

扶養手当 同　　じ 18,079 千円

153,287

住居手当 同　　じ 14,032

通勤手当 同　　じ

217,819

292,333千円

支給職員１人当たり

手　当　名 平均支給年額
　　一般行政職の制度
　　との異同

（24年度決算）

支 給 実 績 （ ２ ４ 年 度 病 院 事 業 会 計 決 算 ） 25,664

職員１人当たり平均支給年額（24年度病院事業会計決算） 251,607

（24年度決算）

支給実績

支 給 実 績 （ ２ ３ 年 度 病 院 事 業 会 計 決 算 ） 27,918

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 23 年 度 決 算 ） 279,180

手術業務手当
病院に勤務する看護師又は准看護師
で手術業務に従事する者

分娩手当 分娩業務に従事したとき

当直勤務時間内診療業
務手当

病院に勤務する医師及び看護師又は
准看護師が、当直勤務時間内に外来
患者の診療業務に従事したとき

助産業務手当
病院に勤務する助産師で、助産業務
に従事する助産師

放射線取扱作業手当

病院及び診療所に勤務する職員で、
エックス線その他の放射線を人体に
対して照射する作業を主たる職務とす
るもの及びその補助者に対して、当該
作業に従事したとき

夜間業務手当

病院に勤務する職員が、正規の勤務
時間による勤務の一部又は全部が深
夜において行われる業務に従事したと
き

手当の種類（手当数） 7種

手当の名称 主な支給対象業務及び職員 支給実績（平成24年度決算）

診療等業務手当 市立病院に勤務する医師
市立病院の毎月の入院
収益及び外来収益総額
の100分の５以内の額

支給実績（24年度病院事業会計決算） 169,736

支給職員１人当たり平均支給年額（24年度病院事業会計決算） 1,131,573

職員全体に占める手当支給職員の割合（24年度） 70.7

142,477
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